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２０２３年１０月２７日 

 

練馬区長 前川 燿男 殿 

練馬区 危機管理課 殿 

ストップ！改憲 ねりま懇談会 

改憲・戦争阻止！大行進 東京北部実行委員会      

豊島区西池袋 5-13-10-603（03-6914-0487） 

 

練馬区での「弾道ミサイルを想定した住民避難訓練」の中止を求める申入書 

 

 私たちは、練馬区内外で戦争絶対反対を訴える団体です。 

 １０月１３日、「１１月６日、練馬駅周辺で『弾道ミサイル避難訓練』を実施」が内閣

官房・東京都・練馬区それぞれから発表されました。 

 私たちは、「Ｘ国から弾道ミサイルが発射され、我が国に飛来する可能性がある」とい

う内閣官房発表の「訓練想定」に基づく「避難訓練」実施に絶対反対します。 

 

（１）この「弾道ミサイル避難訓練」は、ウクライナ戦争に事実上参戦し、アメリカとと

もに中国への戦争を準備している岸田政権が、ことさらに「北朝鮮による弾道ミサイルの

脅威」をあおり、日本政府自身が準備する対中国の戦争に子どもなど地域住民、そして練

馬区役所や都営交通の労働者を動員するものです。ただちに中止することを申し入れます。 

 

 開始から１年半を越え、ますます長期化・泥沼化するウクライナ戦争において、岸田政

権は物資の供与、自衛隊中央病院へのウクライナ負傷兵の受け入れを実施し、殺傷能力を

持つ兵器の供与も検討するなど、事実上の参戦国となっています。また、アメリカととも

に「台湾有事」をあおり、沖縄など南西諸島、九州に自衛隊の駐屯地や弾薬庫、ミサイル

を次々と新たに配備し、今月１４日から３１日まで中国に対する軍事作戦計画「遠征前進

基地作戦（Expeditionary Advanced Based Operations、ＥＡＢＯ）」を想定した陸海空の全自

衛隊と米海兵隊との合同軍事演習「レゾリュートドラゴン２３」を行っています。 

 こうした中での「弾道ミサイルを想定した住民避難訓練」は、戦争に向かって意識的に

労働者・住民を動員するものです。今年度に入って１０月１２日までで全国１７ヵ所で行

われており、そのうち園児、児童、生徒が参加したものが８ヵ所となっています。そして

東京においては、２０１８年に文京区の文京シビックセンターを中心に行われて以来２回

目の訓練ですが、いずれも都営地下鉄の駅舎を使い都営交通の労働者を動員するものです。 

 

（２）「避難訓練」では、「弾道ミサイル発射がされた」として模擬のＪアラート音声に

よって住民に伝え、（今回は）地下駅舎や、役所、学校の教室の中央に集まって防空頭巾

を被って頭を守るなどとされています。しかし、現在のイスラエルによるパレスチナ・ガ

ザ地区へのミサイル攻撃を見れば、そんな「訓練」など実際に戦争が始まった場合にはな

んの意味ももたないことは明らかです。 

これまでも北朝鮮がミサイル発射実験を行う度に、政府はミサイルの軌道とはおよそ無

関係の地域を含む都道府県にＪアラートを発信し、戦時下の空襲警報を思わせる「国民保

護サイレン」を鳴り響かせ、各テレビ局はミサイルがとっくに通過した後も災害発生時の



- 2 - 

ように番組を変更して「北朝鮮がミサイル発射。落ち着いて行動してください」などとい

うアナウンスやテロップを、延々と流し続けています。 

 こんな「避難訓練」は、全く無意味で役に立たないどころか、労働者住民、とりわけ子

どもたちに北朝鮮や中国・ロシアへの敵対感情や差別意識を植え付け、「国防意識」をた

たきこもうとするものです。戦前戦中、竹槍を使ってＢ２９爆撃機を落とす軍事訓練をし

ていたのと全く同じであり、断じて認めることはできません。 

 

（３）沖縄・南西諸島、九州にミサイル基地が配備される一方で、これらの基地・地域が

攻撃を受けた場合には、自衛隊幹部は「申し訳ないが、自衛隊に住民を避難させる余力は

ないだろう。自治体にやってもらうしかない」と吐露したと沖縄地元紙で報道されていま

す。そして内閣官房が２０２４年度予算の概算要求に沖縄県の先島諸島などに住民のシェ

ルター（避難施設）を整備するため、調査費１億２千万円を盛り込みました。沖縄・南西

諸島が戦場になることを前提にして、「シェルターを造っておくから戦争に率先協力し、

有事の際は住民が自己責任で避難しろ」ということです。 

 １月２１日、那覇市で行われた初の「弾道ミサイル訓練」に対して、大行進沖縄の仲間

をはじめ多くの県民が「ミサイル避難訓練は戦争への道」「沖縄を戦場にするな」と抗議

の声をあげたことが大きく報道されています。 

 これは沖縄だけのことではありません。アメリカのシンクタンク戦略国際問題研究所（Ｃ

ＳＩＳ）が１月９日、中国軍が２０２６年に上陸作戦で台湾を侵攻した想定で行った机上

演習では、嘉手納、岩国、三沢とともに横田基地から軍事作戦を展開し、これらの基地が

攻撃されることを前提としているのです。 

 

（４）戦争で犠牲になるのは、いつでもそこに住む住民です。前川区長は、地方自治体の

長として、子どもたちや住民の命を守ることを最優先する立場に立つならば、このような

「避難訓練」に住民を動員するのではなく、岸田政権が進める戦争政策に真っ先に反対を

表明し、行動するべきです。 

戦争準備のために予定されている「弾道ミサイルを想定した避難訓練」の中止を強く求

めます。 

  

 

［質問項目］ 

①今回の訓練は、内閣官房または東京都の依頼で練馬区が受けたものか、それとも練馬区

が立候補して決まったものか、経緯についてお知らせください。 

②今回の訓練の区役所職員・住民の動員規模はそれぞれ何人ですか。 

③訓練に小中学校は使用しますか。また訓練への生徒の動員はありますか。 

④都営地下鉄練馬駅駅舎を使うにあたって都営交通労働者はどのように動員または関与し

ますか。 

以上 


